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東日本大震災の被災地では人口減少、高齢化、産業の空洞化など、全国の地域が抱える課題が特に顕著に表れている。
インフラや住宅等(ハード)の復旧は進んできた。「まちの賑わい」をとりもどすために必要なのは、「人々の活動(ソフト)」の復興。
すなわち、安心して暮らせる「コミュニティの形成」、生活の糧である「産業・生業の再生」である。
ポイントは、企業・大学・NPOなど、民間の人材やノウハウを活かすこと。全国のモデルともなりうる果敢な挑戦が、東北で進んでいる。

始 ま っ て ま す ！ 東 北 で の 新 た な 挑 戦

これが、復興庁が被災地とともに進める「新しい東北」である。

40.3％ 10.3％

34.9％10.3％

27.7 ％5.4％

28.85.7 ％％

1.1 26.8％％

東北４県における
売上の回復状況
（震災前水準以上に
回復した企業数）

（2011年度） （2014年度時点）

11％

40％増 4,000人約

（2010年比）

被災3県の観光客
中心の宿泊者数

被災三県での
NPO設立件数

被災三県への
人材派遣人数

(震災前水準以上に
回復した企業数）

水産加工業の
売上回復

全国 zenkoku

東北を取り巻く環境

人口減少・
高齢化の

状況

人口減少 高齢化全国比でも
人口減少・
高齢化が加速

広がりつつある
担い手

売上回復は
道半ば

NPO・
人材の状況

産業復興の
状況

福島県fukushima

出典:東北経済産業局「グループ補助金交付先アンケート調査」(平成26年10月)

出典:宿泊旅行統計調査

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

岩手県iwate

※沿岸12市町村

宮城県miyagi

※沿岸14市町(仙台市除く)

出典:内閣府NPOホームページ
震災前比、全国は6.5%増加

自治体及び公共的機関への派遣実績
出典:復興庁集計

岩手県全体 3.2％

宮城県全体 1.8％

岩手県全体   30.6％

宮城県全体  25.7％

※2010年⇒2015年比較 ※2015年推計
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始 ま っ て ま す ！ 東 北 で の 新 た な 挑 戦

先導モデル事業とは

地域に暮らす人々は、様々なニ
ーズを抱えている。地域の「コミ
ュニティ」の中で、専門家・事業
者等が、こうしたニーズに応える
ようなサービスを提供することで、
安全・安心な地域づくりを実現
することができる。

→Cases

子どもから高齢者まで、安心して
健やかに暮らせる「まち」を作る
ためには、地域の住民同士の結
びつきを生み出し、地域の「コミ
ュニティ」を形作ることが重要で
ある。

地域に持続的に人々が住まい、
活力あふれる「まち」を作るために
は、地域を支えていく「産業」と
「人材」を育てていく必要がある。

→Cases

次世代を担う高校生に対して
地域ぐるみでキャリア教育を
行う取り組み
海外展開を目指して
県境を超えたブランディングを
推進する取り組み
競争力の強化に向けて
地域の産学が連携する
取り組み

→Cases
子どもの遊び場づくり活動を
きっかけとした取り組み
高齢者の活動をきっかけとした
取り組み
地域の生業づくりをきっかけと
した取り組み

P.04

P.18

P.22

P.20

P.06

P.08

健康づくりを目指した
取り組み P.12

災害等のリスクに強い地域
づくりを目指した取り組み P.14

買物支援の取り組み P.16

安心して医療・介護が受けられる
ような体制づくり P.10

コミュニティ
づくり

持続可能な
産業・

人材づくり

安心・安全な
地域づくり

他の地域のモデルとなる先導的な取り組
みを加速する復興庁の事業。
民間の人材やノウハウを活かし、地域の課
題を解決する取り組みを支援する。

芽吹きつつある先導的取り組み

「新しい東北」の取り組み　http://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-11/creationnewtohoku.html
「官民連携推進協議会」の取り組み　http://www.newtohoku.org/

「新しい東北」今後の展望

芽吹きつつある先導的な取り組み
を、その地域に定着させ、また、他の
地域に展開・発展させていく。
地域ごとに課題や状況は異なる。
各地域が、自らの地域の課題・状
況を分析したうえで、主体性を持
ち、持続可能な形で取り組みを進
めていく。
その際、官民を問わず、様々な主体
が課題を共有し、ノウハウを結集し
ていかなければならない。

「新しい東北」に向けた取り組み（復興庁）

新たな挑戦を
進めるための情報共有・
意見交換の場

官民連携推進
協議会

産業復興に向け、
金融機関等の投融資を促進。
ビジネスコンテストも開催

金融支援

水産加工業等の
販路開拓に向け、

民間のノウハウを結集

販路の開拓

被災地外の専門人材と
被災地の

人材ニーズをマッチング

人材の
マッチング

新たな取組に挑戦する
自治体に、

きめ細かな支援を提供

自治体版
ハンズオン支援



町中を子どもたちが  大暴れ。“遊び” がつなぐ地域の絆1
心のケアを含め、子どもたちの健やかな成長には遊び場が欠かせない。子どもの場
づくりから大人同士のネットワークも生まれ、地域の復興にもつながっている。
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１日のすべての食事を一人で食べる頻度

コミュニティづくり

Theme テーマ

宮城県仙台市・岩沼市

Area 地域

一般社団法人日本公園緑地協会、
NPO 法人冒険あそび場－せんだい・
みやぎネットワーク

Player 取り組み主体

子どもの健やかな成長を育み、
地域をつなぐ遊び場づくり

Project 事業名

多くの公園や学校が仮設住宅として利用されるなどで閉
鎖され、子どもたちの遊び場が失われてしまった。仙台市
若林区で行ったアンケートでは、約3割の住民が震災後
に子どもの外遊びが減ったと回答。住民の多くが外遊び
の大切さを認識する一方で、子どもの声を「騒音」と感じる
住民や、共働きで子どもを外に連れ出す余裕のない家庭
もある。子育て世代だけでなく、子どもを見守る地域の機
能回復が求められている。

地域が分断され、
子どもがのびのびと
遊べる場所が少ない。

震災前後で、外で遊ぶ頻度の変化

Background 背景

減った

28.8％
3.2％
無回答

63.9％
変わらない

4.4％
増えた

 レーリーダー” 
 がつくる
巡回型の遊び場
プ 

 世代の住民を
 つなぎ、
仮設・復興住宅の
コミュニティ形成に寄与

他
　冒険あそび場－せんだい・みやぎネットワー
クは震災前から、仙台市若林区の海沿いに
ある「海岸公園冒険広場」の指定管理者とし
て、子どもの成長に欠かせない「遊び」の拠
点を提供し、年間延べ17～ 18

万人が利用していた。しかし震
災で冒険広場は長期休園し、
再開は2018年とまだまだ先だ。
そこで、それまでの経験を活か
して巡回型の遊び場づくりを始
めた。
　車体をカラフルにペイントした
クルマに遊び道具を積み、小学
校の校庭、仮設住宅の敷地
内、小さな公園など、主に若林
区の9カ所に、「プレーリーダ
ー」と呼ばれるスタッフが週１回
～月１回程度出向いて、のびの
びと遊べる機会を提供してい
る。決められたプログラムに一
斉に参加してもらうのではなく、
スタッフが提供するのはあくまで
遊びの「素材」だ。かなづちなど
の工作道具、ロープ、チョークな
どがあれば、子どもたちはそれぞ
れ工夫して遊びをつくる。ビニー
ル袋を凧に見立てて凧揚げをし
たり、将棋に興じる子どももい
る。よほどの悪天候でなければ雨天決行。ブル
ーシートで即席の屋根をつくるのも、子どもたち
にとってはちょっとした冒険だ。
　子どもの居場所をあらかじめ定められた
「公園」だけに限定するのではなく、生活空間
の中で近隣住民の目に留まる場を設けること
で、大人が他人の子どもにも自然に声をか
け、地域全体で子どもの成長を見守る風景
が戻る兆しを見せている。それにつれて、震災
後のストレスを抱える大人の顔色を伺うこと
の多かった子どもにも、無邪気な子どもらしい

笑顔が戻ってきた。遊び場の確保が心のケ
アにもつながっている。

　仙台のような都市部の場合、仮設住宅の

住民は、市内外の地域から移り住んでいる
ため、ヨコのつながりが希薄という課題が
ある。敷地内に「遊び場」を設けても、当初
は周辺住民の子どもが遊びに来ることは
少なかったが、この巡回型の遊び場づくり
の結果、やがて仮設住宅内外の子どもたち
が集まるようになってきた。
　2014年9月からは、復興公営住宅（荒井

プレイリーダー "が素材を提供すると、子どもたちは自由にそれぞれ遊び出す

やっぱ
り外が

楽しい
!

出典：本事業研究報告・事業実施周辺住民アンケート
（2013年12月～ 2014年1月 ）

約3割が子どもの
外遊びが減ったと

回答



町中を子どもたちが  大暴れ。“遊び” がつなぐ地域の絆
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 民ボランティアに
 よる多様な
かかわりが生まれている
住 

東）周辺でもプログラムが始まった。4月
から本格入居が始まったが、半年経って
ようやく自治会が設立されたという状況
のなか、子どもの場づくりを通して、大人
同士が顔の見える関係を築けることを視
野に入れている。
　11月に実施した際には、他地区でも行
ってきた大人向けの「縁側倶楽部」も同時
開催。外遊びに興じる子どもの気配を感
じながら、集会場では大人がフラワーア

レンジメントを楽しみ、交流する機会を
設けた。子どもを見守る地域全体の活性
化につなげたいとの思いから、親世代、さ
らに高齢者まで、他世代に対する働きか
けを行っている。

　活動の場は仙台市以外
にも広がっている。岩沼市
の社会福祉協議会や仮設
住宅の入居者を包括的に
支援する「里の杜サポート
センター」と連携しながら
実施している「里の杜あそ
び場」では、「子どもの遊
び場にかかわる大人のた
めのボランティア養成講
座」を実施。参加者の中に
は、自宅敷地の市民農園を
遊び場に開放する人も現
れた。
　その後、有志が集まり住
民ボランティアのグルー
プ「いわぬまあそび場の会」が発足し、
2014年4月から毎月ミーティングを重ね
ている。高齢のメンバーからは当初、「若
いプレーリーダーのように、子どもたち
と走り回ったりはできない」と躊躇する
声もあったが、高齢者は自ら身体を動か
さなくても旗振り役を務めればいいな
ど、地域住民の世代や生活スタイルに応
じた多様なかかわり方について協議して
いる。
　こうした現場密着型の活動を地道に重
ねる一方、2014 年度は域外への広報活

動にも注力している。全国の公園緑地事
業を推進する日本公園緑地協会のネット
ワークを生かし、仙台および周辺におけ
る取り組みから、「健やかな子どもの成
長を育む身近な遊び場のあり方」のモデ
ル像を構築するため、6名の有識者にヒ
アリングを実施。現場の取り組みとヒア
リングで得られた知見を元に、外遊びの
普及啓発用パンフレットを作成して、全
国の自治体などに配布。遊び場づくりが
人づくり・地域づくりにつながることを
アピールしていく。

Point 取り組みのポイント

仮設や復興住宅の
コミュニティ形成にも寄与

子ども以外の他世代、
住民ボランティアにも波及効果

「公園」という場がないところに
「遊び」のソフトを提供

遊んでたら地域が
良くなった！？

子どもの遊び場が、大人も惹きつける地域コミュニティの場となる



目指すはポジティブ福 祉制度!?高齢社会を支える地域のしくみ2
地域住民が主体的に社会活動に取り組むとともに、高齢者の社会参加が促進される。
そんな地域社会の実現へ向けた地域全体としての「コミュニティ・サポート」の仕組みを、
汎用的なモデルとして確立するための取り組みが岩手県大槌町で行われている。

Background 背景

6

 しい地域
 コミュニティ
拠点をつくる
新 

コミュニティづくり

Theme テーマ

岩手県大槌町

Area 地域

東京大学高齢社会総合研究機構

Player 取り組み主体

次世代型コミュニティ・
サポートセンターの
プロトタイプの開発

Project 事業名

高齢化が進み単身高齢者の孤立や地域のつながりの弱
まりなどが課題になる中、高齢者のクオリティ・オブ・ライフ
（QOL）の向上が大きなテーマになっている。人が集える集
会所やカフェといった交流空間の有効性は確認されてい
る一方、さらにその先にある地域コミュニティの共助による
生活支援等も含めた「コミュニティサポート」については、
汎用性のあるモデルが確立されていない。

高齢者のQOLを上げる
コミュニティモデルが無い

孤立感を感じる割合

 助・共助を
 仕組みで取り戻す互 

 世代の住民を
 つなぎ、
仮設・復興住宅の
コミュニティ形成に寄与

他

　「医・食・住。この3つの要素が、これから
の高齢社会のキーワードです」。そう話すの
は、この取り組みを進める東京大学高齢社
会総合研究機構の後藤純工学博士だ。安
心安全の住環境をベースとしながら、適切な
医療や介護の環境、そして食卓を囲む団らん
の場などを始めとした社会参加環境。これら
の環境を住民が納得する形で適切につくっ
ていくことが、高齢者が生き生きと暮らせる地
域社会の基盤となると言う。
　そのために必要な地域の仕組みとして岩
手県大槌町でモデル化が進められているの
が、「コミュニティ・サポートセンター」だ。多
目的集会所のような施設の整備に加え、自
治組織の立ち上げ・運営支援やコミュニティ
ビジネスといったソフト面での施策がトータル
に運営される地域コミュニティの拠点。「従
来の福祉は、働けない人の生活を働いてい
る人が支えるという考えでしたが、限界を迎え
ようとしています。地域において社会事業や
健康ケアの役割を担うコミュニティ・サポート

センターは、高齢者が支えられるだけの存在
から地域と財産へと変わっていくための、新し
く、そしてポジティブな福祉制度にもなりうるで
しょう」後藤さんはその狙いを話す。

　では、具体的にコミュニティ・サポートセン
ターはどのように機能するのか。2013年に始
まったこの取り組みにおいては、町内自治組
織の立ち上げ支援が行われるとともに、東京
大学を中心に町や地元のNPO等の団体によ
り構成される運営協議会が設置された。そこ
で約半年間のワークショップ等を通じて取りま
とめられた機能は、次の4つとなる。
　1つ目は「住民が気軽に集まれる場」。2つ
目は、体操教室や生活支援講座など、生活
の質を向上させるための「知識習得の場」。
続いて、高齢者自身による「活動の実践の
場」。最後に「コミュニティ活動の立ち上げ支
援・コーディネートの場」と続く。気軽に集まれ
るだけでなく、学びや健康、社交につながる
様々なコンテンツが提供され、さらに自ら何か
活動を行う際の支援もしてくれる、そんな暖か
くも頼れる地域の新しい場所が、コミュニティ・

出典：東京大学高齢研究機構による大槌町4地区9仮
設住宅団地276戸に住む20歳以上の住民を対象にした
QOL調査より抜粋※データは「そう思う」および「どちらかと
いえばそう思う」の合計値

個人別の変化では
人的交流の少ない者は、
孤立感が高くなる傾向

20

15

10

5

0
（％） 2012年1-3月 2012年10-12月 2014年1-3月

15.8％16.2％

11.2％
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コミュニティ・サポートセンターの
機能

 ロセスに価値が
 生まれる
コミュニティ活動
プ 

サポートセンターだ。
　コミュニティ・サポートセンターの意義につ
いて、後藤さんは「地域の互助と共助を、人
工的に取り戻すこと」と説明する。地域づくり
や高齢者ケアの構成要素としては、自助（自
らが自らを支える）・互助（ボランティアや近
隣の助け合いなど住民主体の相互扶助）・
共助（介護保険など制度化された相互扶
助）・公助（行政による支援）の4つに整理さ
れることが多い。互助・共助については、公
平性の観点から直接的な行政支援が難しい
側面があったが、活用されていないだけで、使
える予算が無い訳では無い。コミュニティ・サ
ポートセンターという仕組みを介することで、互

助と共助の活動が促進されていく。高齢化が
進行する中で、公助の負担を減らす為にもそう
した仕組みが必要なのだと、後藤さんは強調
する。

　住民によるコミュニティ活動に対しての資
金面、運営面における「出前型」と呼ばれる
支援も行われている。2013年度には13、
2014年度には10活動を対象に、物資支援や
専門家派遣による運営支援が実施された。
活動の内容は、地域交流会の開催、伝統芸
能継承のための人形制作、地域資源マップ
の作成、観光客津波避難マップの作成、など
様々だ。
　重要なのは、形に見えるアウトプットをつく
るプロセスの中で価値が生まれることだ。そう
話すのは、大槌町に1年間常駐しながらこの
取り組みを推進してきた、東京大学高齢社
会総合研究機構の伊藤夏樹さんだ。「今ま
でどんなことを考えて生きてきたのか。地域に
対する思い。これからどうしたいのか。人形づ
くりの合間に淡 と々交わされる会話の中に、
大切なものが沢山ありました」。つくられた人

形やマップにいくらの価値がある、と計ること
は難しい。しかし活動を通じて生まれる住民
同士のつながり、そしてコミュニティへの再認
識にこそ価値があるのだと言う。
　コミュニティ・サポートセンター拠点は2015

年3月に開設予定。町の復興計画においても
重点プロジェクトの中に正式に位置づけられ
ている。各地域におけるコミュニティ活動の他
にも、拠点をベースに高齢者などが自ら主催
者・講師となって勉強会等を行う「教室型」と
呼ばれるプログラム開発にも取り組んでいる。
来年度以降は、これらの取り組みをノウハウと
して確立させるとともに、持続的な運営へ向け
た体制や制度を行政とも連携しながら構築し
ていく。さらに平成28年度には、交流活動から
高齢者主体のコミュニティビジネスの実践へ
と取り組みの範囲を拡大していく予定だ。

Point 取り組みのポイント

コミュニティ活動は
形の見えるアウトプットを

互助・共助活動にリソースを
割り当てる

交流・学び・実践を
ワンストップで提供

東京大学高齢社会総
合 研究機構の後藤
純 特任助教（左）と伊
藤夏樹さん（右） 

様々な属性の住民から
地域のあり方へ希望が

伝統芸能の人形劇「あんど娘」も復活した

気軽に集まれる場
住民同士の交流が気軽に行われる

活動実践の場
勉強会の開催など自らが活動主体となるための場

知識習得の場
健康や社交など生活の質を向上さ
せるためのイベント等

活動コーディネートの場
コミュニティ活動の立ち上げや実施に関する
支援が受けられる
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津波により、644戸のうち483戸が全壊する大きな被害を受けた福島県いわき市豊
間地区。全戸が加入する区・町会の自治力の高さなどにより災害公営住宅へのスム
ーズな入居を実現したこの町で、地域一丸の産業再建の取り組みが進んでいる。
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コミュニティづくり

Theme テーマ

福島県いわき市豊間地区

Area 地域

ふるさと豊間復興協議会、
NPO法人美しい街住まい倶楽部

Player 取り組み主体

600戸のコミュニティと産業の再生：
合意形成と実証実験の推進

Project 事業名

Background 背景

いわき市豊間区には51の隣組で構成される10の町会が
あり、震災前より相互扶助的な生活が営まれていた。沿
岸、遠洋漁業、ウニやアワビの採集など漁業が盛んで、海
水浴やサーフィンなどの海浜レジャーに訪れる人を対象と
した民宿、飲食店も多かった。しかし、後継者不足などで
家業継続が困難な家は多く、震災後は海浜の利用再開
の見通しが立たないことから、地域において新たな産業、
特産品の創出が必要だった。

家業の継続が難しく、
地域産業が衰退の危機に。

再開せず43％

未定・不明24％

29％
再開済

3％
再開済

豊間区・事業所再建の意向  災前の
 コミュニティを
災害公営住宅でも維持
震 

 ちづくり会社が
 家業を地域産業へ
発展させる
ま

　地域産業再生の取り組みが進んでいるこ
の地区のベースとして、「地域のつながり×
専門家グループ」という構造がある。震災後、
市が提案したまちづくり案に、集団での高台
移転など被災者の希望が盛り込まれていな
いことに苦慮した豊間区は、震災直後からガ
レキ撤去を支援していた群馬県前橋市の市
民団体に紹介された、千葉県船橋市でコミュ
ニティ形成を重視した街づくりを行う「NPO法
人美しい街住まい倶楽部」のアドバイスを受
けて住民による復興計画作りを自ら行った。
　住民側も、地域の意見を集約し、行政に対
する窓口となる「ふるさと豊間復興協議会」
（以下、協議会）を設立し、復興計画案につ
いて市との調整を進めた。翌年、協議会、美
しい街住まい倶楽部、大学教授や建築士ら
による支援グループ、それといわき市の建築
士会メンバーが連携し、公営住宅と生活産業
を考える計12回のワークショップを開催した。
のべ300人を越す住民が「若い世代、子ども
が戻れる街を創る」方策について協議を繰り
返し、2013年1月には活動の方向性を示す
「豊間　復興まちづくり宣言」をまとめてい
る。
　被災地においては、住宅移転に伴いコミュ
ニティが分断するという課題があったが、頻繁
なワークショップ、広報誌「ふるさと豊間だより」
（月刊）発行、協議会役員が車で地区住民の

借り住まいを訪問する「移動連絡所」での情
報交換などを通して、コミュニティのつながり
を維持してきた。災害公営住宅も、震災前の
町会単位に基づくグループでの申し込みが
奏功してスムーズに入居が決まり、2014年
11月末までに192戸が入居。3年半ぶりに
「地元の団地に地域単位で帰還」する目的
を達成した。

　こうして元々のコミュニティを維持して地元
に戻ることを前提に、協議会はもうひとつの
課題である産業再生に向けて、2013年から
本格的に動き出した。1、2月の4回の住民
ワークショップを経て、3月には震災前の事
業者約50社による産業再生検討会議を協
議会内に設置した。しかし事業再開の意向
確認調査をしたところ、区画整理後のエリア
で自力再建を希望したのは2社であり、高齢を

震災前より自治力の高かった豊間地区では、協議会
を通じてコミュニティ単位の住宅移転を実現した

出典：2013年4月ふるさと豊間復興協議会調査結果

7割近くが
再開見通しナシ

特産品づくりの切り札は、かーちゃんの力。婦人会メン
バーが伝統の味の商品化へチャレンジ
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 産品を
 バージョンアップ
して起爆剤に
特 

理由に廃業を考える事業者が多く、共同で
の参加希望者も数社しかないことが明らかに
なった。そこで、個々の家業再生を諦め、地域
で連携し助け合う仕組みをつくるため、まちづ
くり会社の設立を検討することとなった。
　例えば、地域内に産業再生の拠点エリアを
設定。共同加工所や共同販売所、飲食店な
どの産業・交流施設をつくる計画であるが、そ
の開設は土地区画整理完了後の2017年とな
る。それまでの間、買い物利便性の確保のた
め、災害公営住宅の近くに仮設商店街を開
設することとした。2014年12月下旬のオープ
ン予定で、一度は再建をあきらめた震災前から
の事業者4店舗が、家業を発展させるかたちで
入居する。周辺地域との連携による地場野
菜や地場魚の販売、郷土料理の提供、トレー
ラーハウスでの宿泊を試行する。将来的には、
拠点エリアで、直売所や体験型加工所のある
道の駅やB&B（ベッドアンドブレックファースト）
民宿など、観光客の来訪にも対応できる施設
に拡充整備する方針だ。

　さらに、産業再生のキーとなる特産品を作
るための動きも始まっている。協議会や美し
い街住まい倶楽部が中心となり、住民ワーク
ショップや道の駅の先進例視察などを実施。
これらを通して、「小さな経済の集積が地域
を元気にする」「一人ではできなくても、つな
がればできる」という思いを共有したことから、
地域の女性たち、「かーちゃんの力」に着目
した取り組みが始まった。
　豊間区は地元で採れるウ
ニやアワビが食卓に上がり、
秋刀魚を佃煮、みりん干し、
酢漬けなどの保存食として
利用するなど、民宿や一般
家庭で地元食材がさまざま
なバリエーションで食されて
いた。そこで、民宿や飲食店
で培った調理技術を生かし、
伝統の味である「秋刀魚の
ポーポー焼き」（秋刀魚をつ
みれ状にして焼いたもの）を
バージョンアップして起爆剤
にしようと、婦人会メンバーは
ボランティアでたびたび訪れ

ている福島大学の学生と共に試作ワークショ
ップを開催した。小判形に焼く従来スタイル
を、食べ歩きできるよう串揚げにするなどのバ
リエーションで商品化が進んでいる。さらに、ウ
ニ入り茶わん蒸し、あさりご飯などを組み合わ
せたお弁当など、「かーちゃんの力」をフル活
用したメニューがどんどん広がっている。
　震災前のつながりを維持した「安心感のあ
る地域」、そこに受け継いできた地元食材、
技術。ここにワークショップを活用しながら外
部の知恵が加わることで、家業が「地域の財
産」に発展していく。豊間地区は、そんなステ
ップを確実に歩んでいる。

Point 取り組みのポイント

外部専門家と連携して
継続的なワークショップを開催

地域ぐるみ産業化へ
まちづくり会社を設立

住民の意見を集約する
「協議会」を設立

専門家や大学生なども参加するワークショップが地域の推進力となっている
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石巻市では「次世代型地域包括ケアシステム」の構築に取り組んでいる。医療・介
護従事者が協力し合い、地域コミュニティの自助・互助を促す「石巻モデル」は全国
を牽引する先進的な取り組みになりそうだ。
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 が主導でつくる
 新たな連携体制市 

10 20 30

　震災前の石巻市は、全国平均より高齢化
率が高いとはいえ、とくに半島部など比較的
地域の結びつきが強い地域では住民相互
の支え合いの中で暮らしてきたが、震災で高
齢者ケアの機能も担っていた地域コミュニテ
ィが崩壊すると、住まい・医療・介護・予防・
生活支援が地域ぐるみで一体的に提供され
る「地域包括ケアシステム」の必要性が一気
に高まった。
　市は2013年8月に県内初となる「包括ケ
アセンター」を、市内最大規模の仮設住宅
が並ぶ開成・南境地区に設置し、2014年
2月には、医療との連携を強化するため、石
巻市立病院開成仮診療所に隣接して拡大
移設した。
　長野県の農村部で長らく地域医療に従
事していた長純一医師を、診療所所長兼ケ
アセンター所長に迎え、医療や介護、保健、
福祉の事業を包括的に展開する、地域包
括ケアシステム構築に向けた検討を開始し
た。長医師は、「通常医療の管轄は県、介

護は市町村と異なるため、医療・介護の連
携を行政主導で行うことは難しい。市が率先
して取り組んでいる点で石巻市は先駆的」
と評価する。
　2013年10月には「石巻市地域包括ケア
推進協議会」が発足。医師会、歯科医師
会、薬剤師会、社会福祉協議会、介護保
険運営審議会などの医療・介護分野の専
門家のほか、老人クラブ連合会、仮設住宅
自治連合推進会など、地域住民のまとめ役
も委員として名を連ねた。全国的にも例を
見ない、横断的な連携体制による模索が
始まった。
　2013年度末には、4回にわたる協議会や
他地域の先進事例視察を経て、今後10年を
見据えた構想がまとめられた。現在市内に12

高齢化が進む上に復興の負担も重なる石巻市では、現
状の体制では病床数も不足し高齢者の安心安全な生活
を支えられない懸念がある。「地域包括ケア」へのニーズ
が高まっている一方、そのための在宅医療や介護におけ
る情報連携において課題が存在している。

地域包括ケアへ向けた情
報連携に課題

安心・安全な地域づくり

Theme テーマ

宮城県石巻市

Area 地域

石巻市地域包括ケア推進協議会、
医療法人社団鉄祐会、NPO法人全国
コミュニティライフサポートセンター

Player 取り組み主体

・被災者を最後のおひとりまで支える
  次世代型包括ケアの推進
・次世代地域包括ケアシステムの展開
・住民主体の共生型支え合い拠点・

 立ち上げ支援事業

Project 事業名

Background 背景

（上）長純一医師を筆頭に地域包括ケアの構
築をめざす（下）在宅医療・介護事業の情報連
携をめざす協議会が発足

在宅医療・介護情報連携で日頃困っていること

出展:医療法人社団鉄祐会 祐ホームクリニック石巻 
訪問説明会アンケート（2013年12月～ 2014年3月）

情報共有の手段や
場の持ち方に課題

その他

ケアマネージャーと連絡が取りにくい

介護者やご家族と連絡が取りにくい

利用者情報が職種ごとに分散して
情報が共有できない

日常の業務が忙しく、連携する為の
書類作成や連絡等の時間が不足している

医療との連携が取りにくい

他職種間で情報の交換や話し合う機会が
不足している

0（％）

25％

23％

23％

13％

9％

4％

4％
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 活支援サービスの
 事業化も視野に
 住民の力を生かす
生

I CTを活用した
 在宅医療体制の構築I

カ所ある地域包括支援センターとの連携、仮
設住宅などからの転居者への配慮、さらに高
齢者以外の障がい者や子育て世代も視野
に入れた「次世代型」とすることを3つの基本
方針に掲げる。
　

　石巻の特徴的な取り組みとして、高齢者
の在宅医療・介護に関する情報連携に注
力したものがある。医療法人社団鉄祐会（以
下、鉄祐会）が進める、ICTを活用した在宅
医療・介護体制の構築事業だ。震災後、医
師会医療機関の8割が被災。介護などのサ
ポートが必要な被災者用の「福祉避難所」
が閉鎖した後には、自立困難な高齢者達が
行き場に窮することが予想された。そこで、医
療と介護が連携しながら在宅で高齢者を支
える在宅医療・介護が強く求められていた。
鉄祐会は2011年9月に祐ホームリニック石巻
を開所し自ら在宅医療サービスを提供する傍
ら、在宅医療・介護事業者を集めて、定期的
に勉強会を行うなど地道な活動を重ね、「顔
が見える地域ネットワーク」づくりを大切にし
た連携体制を整えてきた。
　実際の情報連携ではICTを効果的に活用
している。ICTを用いた在宅医療・介護の情
報連携にあたり、まず必要な共通項目を定
め、訪問記録の共有化を図った。高齢者宅を
訪問する医療・介護事業者が、タブレットで
患者の状態を記録すると、ほかの関係者も
共有できる。一人の患者を複数の専門職や
家族の「チーム」で、リアルタイムで一元的に
ケアすることができる。
　2年間の実証実験を経て、より公益性の高
い取り組みをめざして、2014年7月「在宅医
療・介護情報連携推進協議会」が発足した。
石巻市医師会や薬剤師会、歯科医師会、石
巻市立病院、石巻赤十字病院、民間の介護
サービス事業者が参加し、石巻市の担当部
所もオブザーバーとなることで、市が主導する
石巻市地域包括ケア推進協議会との連携
も図られる形となった。

　包括ケアの重要な担い手である地域住民
の人材育成も始まっている。NPO法人全国
コミュニティライフサポートセンターでは、ボラ
ンティアとしてだけでなく、高齢者などへの生
活支援サービスを有償事業化する地域住民
を育てるため、東北3県で事業の立ち上げ支
援講座を開催している。宮城県内では石巻
市のほか仙台市でも実施中だ。各地の意欲
的な取り組み事例も参考に、地域課題の見
つけ方や解決方法をグループワークで学び、
事業計画書の書き方など、事業立ち上げに
必要な実務までカバーする。地域包括ケアを
医療・介護の「専門家」だけに任せない、地
域の力を育てようとしている。市が中心とな
り、医療・介護従事者間の連携はもとより、
住民も巻き込み、地域コミュニティ全体で連
携して自助・互助の力を発揮することが「石
巻モデル」の肝となる。
　石巻市では、被災した市立病院を再建し
2016年の開院をめざしているが、同時期に各
地域の地域包括ケアシステムへの取り組み

をマネジメントする機能が入る「（仮称）ささえ
あいセンター」もオープンする計画だ。被災し
た市立病院の再建を、地域包括ケアの要と
なる施設と連携させることにより、医療と介
護、そして地域の連携をいっそう強めていく考
えだ。

市・専門職・住民の連携体制を確立

ICTを活用し患者情報を地域で共有

住民を巻き込んだ人材育成の推進

Point 取り組みのポイント

（上）事業者間でのメッセージ共有には情報端末を活用
（下）研修会等を通じて地域の力の底上げを行ったコミ
ュニティライフサポートセンター



幼児パワーで高齢者  を元気にするほっこり食事プロジェクト5
被災地の仮設住宅では独居高齢者の生活不活発病が増えている。これを予防する
ために当プロジェクトが注目したのは保育所だ。高齢者が保育所に食事に来る「ほ
っこり食事プロジェクト」とは？

12

 育所にお弁当（食事）
 を取りに行く保  顔を生み出す

 高齢者と
園児の会食　
笑

被災地の仮設住宅では高齢者が一人で暮らす「独居」
や、一人で食事をとる「孤食」が増えている。室内にひきこも
り動かずにいると体力筋力が落ち「生活不活発病（廃用症
候群）」をひきおこすほか、糖尿病や高血圧を併発し、最終
的には認知症や要介護状態にもつながってしまう。また仮
設住宅生活が長引くと調理等への意欲が減退し、「孤
食」では食事を作る楽しみもないことから、食事を作らない
高齢者が増え、栄養バランスの悪い食事を続けている。

仮設住宅で高齢者の
独居や孤食が増えていた 　公益社団法人日本栄養士会は東日本大

震災の発災後2 ～ 3週間後から避難所や仮
設住宅に管理栄養士の派遣を行い、健康や
栄養面のサポートを行っていた。「孤食」に
よって起こる栄養不足を解消するためは、栄
養バランスの良い弁当を作り、仮設の高齢
者に宅配すればよい。しかしこれだけでは閉じ
こもりによる「生活不活発病（廃用症候群）」
の問題が解決できない。そこで高齢者に外

に出て体を動かしてもらうきっかけとして発案
されたのが、管理栄養士が作った弁当を保
育所で受け取る「ほっこり弁当プロジェクト」
だ。
　高齢者は子どもが好きなので保育所なら
ば喜んで来てくれるのではないか。さらに保育
所には調理室があるため、空き時間を使って
高齢者用の弁当を調理することもできる。そ
こで発案されたのが独居の高齢者に保育所

まで弁当をとりにきてもらう「ほっこり弁当プロ
ジェクト」だ。

　まず岩手、宮城、福島で運営検討会を行
い、行政からの紹介で岩手県九戸郡野田
村の野田村保育所、
宮城県仙台市のあっ
ぷる保育園、福島県
いわき市の小島保育
園が候補にあがっ
た。各保育園に挨拶
視察に行ったとこ
ろ、各園から「弁当を
とりにきてくれた高
齢者をそのまま帰す
のではなく、園児と
一緒に食事をしても
らってはどうか」と
提案があった。その
ため当初の弁当受け
取りから路線変更
し、園内で園児と高
齢者が一緒に食事す
るイベントを企画し
た。ここで「ほっこり
弁当プロジェクト」から「ほっこり食事プ
ロジェクト」に改称した。
　対象とする仮設住宅は保育所から徒歩
圏内を選出。野田村保育所は野田村仮設
住宅、小島保育園は楢葉町上荒川仮設住
宅と作町災害公営住宅、あっぷる保育園
は近くの仮設住宅を予定していたがすで
に5世帯しか残っていなかったため、地
域の老人会に声掛けをした。
　2014年10月15日、あっぷる保育園では
じめてのイベントが行われた。実際に仮
設住宅を中心に声掛けを行い、13 名の
高齢者が参加した。高齢者が園にやって
くると園児らが歓声を上げて高齢者を迎
え、ダンス等を披露後、皆が笑顔で芋煮を

１日のすべての食事を一人で食べる頻度

安心・安全な地域づくり

Theme テーマ

被災3県

Area 地域

公益社団法人日本栄養士会

Player 取り組み主体

管理栄養士等による高齢者への栄養と
食支援体制の構築事業

Project 事業名

Background 背景

（上）幼児たちの出し物に皆さんメロメロ
（下）現場では血圧を図るなど、高齢者の健康チェック
機能も果たしている

ほとんど
毎日

7.7％週1日程度ある

3.2％週2～３日ある

週4～5日ある 3.2％

ほとんど毎日 8.6％

60～69歳
女性

77.3％ほとんどない

82.1％ほとんどない

3.6％週1日程度ある

4.3％週2～３日ある

週4～5日ある 1.4％

ほとんど毎日 8.6％

70歳以上

78.2％ほとんどない

8.4％週1日程度ある

3.5％週2～３日ある

週4～5日ある 3.0％

6.9％ほとんど毎日

60～69歳
男性

19.9％

1.5％週1日程度ある

4.6％週2～３日ある

週4～5日ある 1.5％70歳以上

72.4％ほとんどない

出典：2012年度食育白書



幼児パワーで高齢者  を元気にするほっこり食事プロジェクト
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 理栄養士、
 保健師も交えた
総合的な見守りへ
管

囲んだ。これを皮切りに月一回の頻度で
イベント開催を予定している。高齢者を
保育園に呼ぶイベントは他地域にも例が
あるが、一緒に食事をするイベントは珍
しい。今後、小島保育園では「餅つき」イベ
ントが、野田村保育所では「みずき団子づ
くり」イベントが行われる。今は行われな
くなった伝承行事を高齢者から園児に教
えてもらうことで、高齢者に生きがいや
役割を感じてもらう狙いだ。

　現在は会食イベントが開始したばかり
だが、今後は弁当受け取りを軸に、他の関
係者も交えた地域ぐるみで健康管理にと
りくむ「栄養ケア・ステーション」へと発
展させる考えだ。今年度は復興庁の事業
予算で事業を実施しているが、2015年
からはワンコイン程度の費用の徴収を視
野に入れる。2014年10月23日には第一
回企画評価委員会が行われた。委員より

「今後は保育所が公益性
を求められる時代にな
る。当プロジェクトによ
って地域との交流も広が
るのではないか」という
期待の声が寄せられた。独居高齢者の問
題は被災地にとどまらないため、会では
全国展開を見据えて事業を拡大してい
く。イベントでは管理栄養士が栄養手帳
等に高齢者の咀嚼能力や食事量を記入

し、食事のアドバイスも
行う予定だ。野田村保育
所の「鮭の日」のイベント
には行政から保健師が派
遣されることが決まっ

た。血圧や健康状態をチェックし問題が
あれば医療等につなぐ。このとりくみが
目指す行政や地域医療と連携した「栄養
ケア・ステーション」は、今後地域生活支
援の中核となっていくだろう。

「一緒に食事を食べ、外で一緒に遊び
をする。高齢者たちに生きがいを感じて
もらうとても良い場になっています」と公
益社団法人日本栄養士会常務理事の
下浦佳之さん、事務局の清水詳子さん

幼児からのかわいらしいメッセージが
力になる

専門職が連携する
「栄養ケア・ステーション」構想

保育所の公共利用

弁当受け取り＋会食イベントで
高齢者に外出の機会を

Point 取り組みのポイント



"私の避難カルテ"か   らはじめる「地区防災計画」6
震災により全人口の1割を超す1200名以上の町民が犠牲となった岩手県大槌町。
この町で地元の体験と専門家の知見を共有しながら、住民主体で防災計画を策定・
更新するためのノウハウ開発が行われている。
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 災計画は
 「持続のための
プログラム」
防 

 民巻き込む
 ワークショップ術住

　「安全とは、持続を妨げる要因が回避され
ている状態を言います」。岩手県大槌町・花
輪田地区において地区住民とともに防災計
画づくりを進める岩崎敬さんは、説明を始め
た。持続を妨げる要因は3つ。地震や津波と
いった「外的破壊」、水やエネルギー、情報と
いった町を維持するための「フロー」の停止、
そして、最も重要なものが、一度被害を受け
た地域が回復するための知恵や組織力など
の「知的創造力」の欠落。「地域の人々が
これら３要因を継続的に回避する為のプログ
ラムをつくること。それが防災計画の意味な
のです」。
　災害は常に想定外の事態として起こるも
の。計画を一度つくるだけではなく、世代を超
えて引き継げるよう継続的な更新を行い、ま
た災害時の活動を担う人材育成も行う「プロ

グラム」として地域に根付かせる必要がある。
それを岩崎さんらは、現状認識に始まり、リス
ク分析、対策・戦略の策定、そして最後に防
災計画の作成へとステップを踏んで行うワー
クショップを通じて実現している。
　ワークショップにおける鍵は「知識と体験
の融合」と「公開性」の2つにあると言う。
「専門家が得意とする自然科学など事実に
関する情報や知識と、住民の皆さんが持つ
現場の体験はしばしば食い違いを見せます。
双方を戦わせることなく共有・尊重しながら、
地区住民の誰でも参加できる公開の場で意
見交換を進めることが、主体意識を高めるた
めに重要なポイントとなります」。岩崎さんは
話す。

　防災計画立案のワークショップにおいて
重要な要素となっているのは、リスクリレーシ
ョン分析だ。大災害後の生存のためには、ま
ず死なない事。そして生き延びる、立ち上が
る、次のリスクに備える。こうした4段階を経る
ことになる。今回の震災の経験から見いださ
れた、それぞれの段階におけるリスクを紙に書
き出し、様々なリスクや要素の相互の関係性
をひも解いていく。まさに住民の経験に、専門
家の知見をかけあわせる形の分析だ。
　例えば自動車は「寒さ」「暗さ（不安）」「シ
ェルター」「食料確保の足」といったリスクに
対して有効な延命支援機能だが、燃料がない
と動かない。こうした分析から、燃料確保の重
要性や、「自動車があればできること」を確認
ができ、住民の主体的な行動意識につながっ
ていくという訳だ。
　そしてワークショップのもう１つのハイライト
は、「避難カルテ」の作成だ。中学生以上の
地区住民ひとり一人に配られるカルテには、
住所氏名年齢といった基本情報に加え、
3.11時の状況詳細や、自分で歩ける・車椅子
を使うといった移動能力の記入欄、避難ルー
トを書き込むための詳細地図、さらに家の前
の道路写真を貼るスペースもある。

安心・安全な地域づくり

Theme テーマ

岩手県大槌町花輪田地区

Area 地域

京都大学防災研究所、
岩崎敬環境計画事務所、
新潟大学災害・復興科学研究所、
株式会社博報堂

Player 取り組み主体

コンパクトな地域づくりを目指した
地区防災計画立案技術の開発

Project 事業名

（上）ワークショップを重ねるごとに、住民のや
る気が増していった（下）ワークショップと平行
して行った現地調査で避難路を体感した

Background 背景

花輪田地区避難リスクマップ

町内で最も低い宅地から、
TP20.0m（※）まで、
確実に逃げなくてはならない！
花輪田地区で住宅が集中しているゾーンはTP2.3m～ 4.0
ｍの範囲にあり、ほぼ全域が3.11震災時に浸水した。隣接
地区の盛り土が完了すると町内で最も低い宅地となり、津
波と河川氾濫のリスクを抱えることになる。
安全な山裾まで直線距離で250ｍであっても、実際の避
難距離は500ｍに達する家もあり、特に高齢者にとっては
リスクが高い。皆が避難しやすい緊急避難場所とそこまで
のルートを皆で考え、整備するプログラムづくりが急務だっ
た。

（※）TPとは、日本水準原点の東京湾平均海面（Tokyo 
Peil）の略。

凡例：
・緑のライン：TP20.0mの高さを示すライン、確実にこの高
さまで避難する必要がある
・水色ゾーン：3.11の浸水域
・オレンジ色ゾーン：TP20.0ｍの緑ラインから直線で250m以
遠の避難リスクが高いゾーン

直線距離は
250mでも

実際は500mの
避難が必要



"私の避難カルテ"か   らはじめる「地区防災計画」
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　このカルテの重要な点は、「地区の傾向で
はなく、個人の状況を自ら把握すること」だと言
う。花輪田地区では地震発生後38分以内に
避難が完了しなくてはならない。それぞれが38

分の間に何メートル移動する必要があるのか、
その避難路の標高差はどれだけあるのかが見
えてくる。そしてカルテが地区で共有されること
で、家族や友人の状況、避難介助が必要な
人はどこにどういう状況にいるのか、避難車両
の集中する点がどこにあるのかなどといった、
地区の課題が浮き彫りになる。個人とその身
の回りにフォーカスすることで、災害に限らず
高齢化や個別事由を含めた包括的な分析が

可能になるのだ。
　課題の特定に続いては、具対策の立案が
行われる。避難困難地区や困難者が見える
ことで、緊急避難場所の設置や避難動線確
保、避難補助タワーの効果確認といった具体
的な対策が見えてくる。避難困難者のために
は、避難場所になりうる住宅地の解放や移動
介助といったコミュニティの力を使った援助対
策も具体化する。またワークショップと平行し
て、自治会幹部とともに新たな避難場所の現
地調査も行った。こうした施策によって、より具
体的な形での防災計画ができあがっていく。

　こうした防災計画づくりが、ワークショップと
いう身体感をもった手法で、かつ公開性を持
った形で行われること。そしてそのプロセスの
見える化がされることにより、地区コミュニティ
全体としての防災意識・ノウハウは高まって
いく。今後は、花輪田地区で確立されたリス
ク分析から対策・戦略策定、計画立案まで
の基本プロセスをベースに、フィールドワーク
やワークショップが更新できるようなデータベ
ース化を行う。また他の地域のさまざまな既存
事例のアーカイブや、このプロセスをまわせる
人材を育成していきながら、ここで開発したノ
ウハウが他地域でも活用できるよう、汎用化
を進めていく予定だ。

 用化へ向けた
 施策汎

 高齢者に
 親しみやすい
インターフェイス
開発の工夫

高
（上）一時避難所や避難補
助タワーの効果の確認も
（左）地震発生から避難完
了まで38分を想定しながら
避難カルテをつくった
（右）岩崎敬環境計画事務
所の岩崎さん

・花輪田地区への津波進行は地  
 震発震後38分であった
・情報確認、家族の連絡、身支度, 
 貴重品の確保などの避難準備時
間を考慮すると、実避難時間はごく
僅かである
・仮にこの実時間が15分とすると、
その時間で避難完了する事が出来
るだろうか
・38分は花輪田地区のキーワード
である

●大槌花輪田地区の避難猶予時間：津波ハザードマップ
　　　　：地震発生後38分以内に避難完了しなくてはならない

公開型ワークショップによる
プロセスの見える化

地区ではなく個人単位の
避難カルテ

対策と積み残し課題を
盛り込んだ計画立案

Point 取り組みのポイント



買い物弱者を救い、  地元経済を再生する「公共商店」　7
交通インフラが不足する過疎地で高齢者が交通弱者・買い物弱者化している。そこ
で近所に買い物の場がない高齢者のための無人販売所を立ち上げたのが当プロジェ
クトだ。その鍵となるのはICT技術と、きめ細やかな仕組みの設計だ。 

16

 部企業と
 地元企業がタッグを
組んだ無人販売所
外 

　2014年10月。気仙沼市唐桑町石浜地区
にある福祉の里住宅仮設住宅近くに、無人
の日用品販売所がオープンした。中にあるの
は、タブレット端末とバーコードリーダー、カード
リーダーを利用したセルフレジ。簡単な操作で
買い物ができ、調味料や市指定ゴミ袋などの
日用品が購入できる無人販
売所システムだ。高齢化が進
む地域における、買い物環境
を改善するための取り組みと
して注目を集めている。
　このシステムを運営・開発
するのは、変幻自在合同会社
（運営会社）と株式会社NTTド
コモ（タブレット端末のアプリ
開発）。また商品は「株式会
社角星」「株式会社郷古紙
店」から仕入れ、補充の物流は
「株式会社気仙沼観光タクシ
ー」に委託し、地元企業とのタ
ッグで仕組みをつくりあげた。
　地元業者に流通や卸を依
頼するのには理由がある。震
災後の気仙沼では個人商店
が営業できなくなりまだ完全に
は復活していない状態だ。また
新規出店する店舗は大手スーパーやコンビニ
が主で、年金生活者が多い高齢者には価格
が高いことも問題だった。地元業者に参加し
てもらうことで、地元商店と消費者の近い関係
を取り戻し、地元経済を回す取り組みにする
狙いだ。

　こうした取り組みは、いかに高齢者を中心
とする多くの住民の方々に使ってもらえるか

で成否が分かれる。運営会社では仕組みの
開発と並び、周辺住民への説明会に力を入
れ、利用方法の説明や希望商品のヒアリン
グを重ねている。
　また、セルフレジのインターフェイスは高齢
者でも操作しやすいよう銀行のATMに近づけ
た。セルフレジ横で購入できるプリペイドカード
を購入した後は、①カードをリーダーに入れ、
②バーコードリーダーで商品をスキャンし、③
画面の購入ボタンを押すだけ。3ステップで
購入完了という簡単さを追求した結果、「意

外に使いやすい」「わかりやすい」と好評
だ。購入した商品はレジ横にある袋に購入者
自ら袋詰めをする。なお、プリペイドカードも高

2010年の内閣府による「高齢者の住宅と生活環境に関
する意識調査」では全国の高齢者の17.1%が日常の買
い物に不便を感じているという結果が出た。気仙沼市内
の仮設住宅でも不便なところではバスが一日二本しかな
く、運転をしなくなった高齢者が「交通弱者」となり、地元
の小規模商店も減ったことで周囲に買い物をする場所が
ない「買い物弱者」となっている。

車の運転ができない
高齢者が買い物弱者化

 齢者に
 親しみやすい
インターフェイス
開発の工夫

高

安心・安全な地域づくり

Theme テーマ

宮城県気仙沼市

Area 地域

変幻自在合同会社、株式会社NTTドコモ

Player 取り組み主体

ICTを活用した無人販売所の
プロジェクト

Project 事業名

Background 背景

セルフレジとプリペイドカード販売機が並ぶ、日用品の無人販売所。
仕組みやインタフェースは今回の為に独自につくりこんだ。

高齢者が不便に思うこと

出典：内閣府2010年度「高齢者の生活と住宅環境に
関する意識調査」より。グラフは特に無い（60.3%）を除
く。

日常の買い物に不便

医院や病院への
通院に不便 12.5％

交通機関が高齢者には
使いにくい、

または整備されていない
11.7％

散歩に適した公園や
道路がない 6.5％

近隣道路が整備
されていない 6.3％

図書館や集会施設などの
公共施設が不足 6.2％

交通事故に
あいそうで心配 4.6％

集会施設、役所、
商店など公共的建

物が高齢者に使いにくい
3.3％

わからない 0.5％

0 5 10 15 20

17.1％

もっとも不便なのは
日常の買い物 システムを開発、運営し

ている変幻自在合同会
社の清水隼人さん（右）
と株式会社NTTドコモ東
北復興新生支援室の馬
場勝己さん（左）

幅広いシーンで活用できます



買い物弱者を救い、  地元経済を再生する「公共商店」　
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 続性へ向けた
 コストダウン
工夫の数々
継

 指すは
 「公共×商店」　
住民のためになる場所に
目

齢者に馴染みのあるバスカードと同じものを
利用し、残額が印字されることで安心感を与
えている。

　こうして開始した無人販売所の取り組みだ
が、今後は事業としての継続性をどのように
担保するのかが重要だ。現在まさに購入デー

タが蓄積されており、天候等の他要素とかけ
あわせた分析を行いながらニーズをくみ取り、
プロモーションなど今後の取り組みに活かし
ていく。
　コスト減のための工夫も見逃せない。大型
量販店にある自動販売機は1000万程度かか
るのに比べ、当セルフレジは数10万で導入で
き低コストさも追求した。また買い物データ等
の管理には無料オンラインサービスを使い、
商品も消費期限の長いものを選ぶなど、ラン
ニングコストを下げる工夫をしている。ネットワ
ーク回線も、タブレット端末の無線1回線のみ
でセルフレジの在庫管理、防犯カメラの作動
や施錠までを管理できるように仕組みを構築

している。

　無線で管理するセルフレジセットは、持ち
運ぶことでイベント会場や体育館でも使うこ
とができる。また、地域コミュニティによる監視
力の強い地域に限らず、セキュリティ面を強
化すれば、独居高齢者の多い都市部でも応

用可能だ。不便な場所にある被災地の集合
住宅では、近隣に商店ができるまでの間、本
システムを買い物の場として利用するような
ニーズも見えて来ている。高齢化が進む中、
買い物環境改善やシニアマーケット開拓へ
向けたニーズは広がりを見せそうだ。
　また、地域で緊急災害が起こった場合に、
無人販売所内の商品が緊急物資として使え
るという減災の仕組みとしての活用も期待さ
れる。そのために、地元自治会と防災協定を
結ぶような展開も視野に入れている。無人販
売所は単なる商店に留まらず、「商店と公
共施設の中間」という位置づけとして、今後さ
まざまな場面におけるソリューションになるかも
しれない。

ICT技術ときめ細やかな工夫で
利便性・継続性を担保

地元企業と連携し地元経済を
回す仕組みに

都市部や集合住宅にも応用可

Point 取り組みのポイント

のぼりやチラシの活用の他、住民説明会を行い
住民認知向上へ努めている



高校生パワーが爆発!  カフェづくりから始まるキャリア教育8
石巻から広がる、職業観や創造力を育み、将来への展望を描くきっかけを提供する高
校生世代向けのキャリア教育プログラム。この取り組みは地域の将来を担う人材育
成に発展し、大人世代も巻き込み、町の活性化と復興に貢献し始めている。
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 校生の声から
 生まれた

「仕事みち図鑑」
高 

 興を担う
 アントレプレナーを
育成する特訓合宿
復

　復興まちづくりには次世代に向けた教育
が欠かせない。なかでも支援の行き届きにく
い高校生世代を対象にしたキ
ャリア 教 育「かぎかっこ
PROJECT」が、石巻で成果を
上げ始めている。
　プロジェクトの1つが、「世
の中にどんな仕事があるのか
生の声を聞きたい」という現役
高校生の声から生まれた「仕
事みち図鑑」だ。町で出会った
大人たちに高校生がインタビ
ューをし、仕事に関する話を引
き出し、次にその人の仕事場
を見せてもらう。その言葉や写
真を1枚のカードに収め、参加
者全員のカードをそろえ「仕事
みち図鑑」をつくるというも
の。　
　2013年度は全4回のワーク
ショップを行い、市内の高校を
中心に11校から延べ100名近
い参加があった（成果発表会
の視聴者含む）。出会った人
の職業は、釣具販売店、水質
調査員、たばこ店経営者などさ
まざま。地元の企業や産業に
触れるなかで、高校生が自分な
りの職業観、ひいては人生観
を醸成し、さらには地元での就
職率アップや雇用創出も見込めると期待で
きる。
　参加高校生に効果測定を行ったところ、
「前に踏み出す力」「考える力」「チームで
働く力」がともに向上。インタビューされた大
人たちからは、「若い人が地域を知ろうとして
くるのは希望になる」と評価する声も聞かれ
た。学校の授業でも取り組めるようカリキュラ
ムブックを独自に作成し、宮城県内の高校な

どに配布した。2014 年度は学校単位での
取り組みが始まっている。

　さらに「仕事みち図鑑」の発展版として、
2014 年11 月、女川町を舞台に2泊3日の
「KAERU（カエル）CAMP」を開催した。高校
生の復興まちづくりへの参画を促すため、実
際の地域課題を解決する事業案を合宿中
に考え、最終日に地域住民、企業、行政関係
者の前で発表するという短期集中型のプロ
ジェクトだ。
　スタッフによる事前ヒアリングでは、ホヤの

石巻市の高校生が進学や就職で市外に流出する割合
はおよそ75％。背景の1つには高校生に必要な支援の不
足がある。震災後のケアでは、小中学生への学習サポー
トはあっても、高校生向け、特に卒業後の進路に関する支
援が少ない。2つめには、震災の影響で地元企業が縮小
し、地元では働き口が見つからない。3つめに、そもそも高
校生が地元の魅力に気づいていないこともあげられる。

ハローワーク石巻「卒業生進路データ」およびハタチ基金
「被災地における小中高生キャリアと学習環境」よりNPO
法人スマイルスタイル作成

高校生が地域を知り、
愛着を感じる社会体験の
場が少ない。

持続可能な産業・人材づくり

Theme テーマ

宮城県石巻市

Area 地域

NPO法人スマイルスタイル

Player 取り組み主体

高校生がつくるキャリア教育
プロジェクト

Project 事業名

Background 背景

プロジェクトの土台となっているのは、調理、接客、
イベント企画など全て高校生が行うカフェ

石巻市の高校生の進路

人80
人100

～

石巻市内

人800
人850

～

石巻市外

大学・専門学校

人200
人250

～

石巻市内

人400
人450

～

石巻市外

就職

1585人
石巻市高校生

約8割が市外へ
進学、就職している



高校生パワーが爆発!  カフェづくりから始まるキャリア教育
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 べての活動は
 カフェ「　」からす

販促、仮設住宅の絆づくり、地元の魅力を伝
えるツアー企画、女川駅周辺のプロムナード
活性化という4つの課題が抽出された。16 

名の参加高校生は、課題ごとのチームに分
かれて事業案づくりに挑戦。最終日に発表さ
れたアイデアはどれも高校生目線の新鮮さに
あふれ、「自分たちのことを他地域の高校生
が真剣に考えてくれている」と仮設住宅の住

民が涙ぐむ場面もあった。事業化に向けて実
際に動き出したものもあり、高校生が社会を
変える牽引力になり得ることを印象づけた。

　こうしたプロジェクトの土台になっているの

が、石巻市の高校生たちがゼロから立ち上
げ、2012 年11 月にオープンした「いしのまき
カフェ「　」（かぎかっこ）」だ。調理・接客、
イベント企画などのカフェづくりを通して、学校
やバイトとも違う社会経験を積む場になって
いると同時に、地産地消にこだわり、地元企
業・団体の協力を仰いで水産加工品を使っ
たカレーを開発するなど、地域との連携も重

視している。
　これまでカフェに参加したの
は12校からの61名。毎月開催し
ている交流会には、全国から延
べ300 名の高校生世代が参加
した。カフェをきっかけに「仕事
みち図鑑」に参加したり、大学
生となったカフェの「卒業生」が
「KAERU CAMP」ではサポート役
を務めるなど、プロジェクト全体
のインキュベーション機能を果
たしている。参加高校生からも、
「行動力が断然上がった」「町
のこと、町の人がもっと好きにな
った」など、自身の成長を実感
する声が寄せられている。
　「かぎかっこPROJECT」の運営
を担うのは、大阪のNPO 法人ス
マイルスタイルとCo.to.hana。い
ずれも震災前は石巻市と縁の
ない「よそ者」だ。地域の生産

者・企業・行政などとの意見交換会を開いた
り、プロジェクト概要を伝えるガイドブックを作成
するなどの地道な努力を続けており、さらに東
北以外の高校生団体などとも連携が始まって
いる。地域内外を超えた多様な関係者の連
携の先に、石巻が「高校生世代のキャリア教
育先進地」となる未来があるのだろう。

「仕事みち図鑑（上）やKAERU 
CAMP（下）、いずれも高校生
のパワーには驚かされました」
とNPO法人スマイルスタイル
の島田彩さん

カフェという敷居の低い
活動拠点を確保

お仕着せではなく、
高校生の自発的な好奇心を尊重

町の大人たちと若い世代が
出会うしくみを組み込む

Point 取り組みのポイント

僕らがメニューも
考えました。

いらっし
ゃいませ

！



成功の鍵はローカラ  イジング。東北産品をヨーロッパへ届ける!9
基幹産業である農業や水産業が大打撃を受けた被災地では、いまだ復興にいたって
いない生産者や事業者が少なくない。新たなマーケットとしてヨーロッパを掲げ、生産
者への情報提供や、現地進出サポートを行っているプロジェクトを紹介する。
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　2014年8月に発足した、東北海外展開加
速化協議会。東北経済連合会が事務局とな
り、岩手県、宮城県、福島県、石巻市といった
自治体に加えて、日経BP社など民間企業や、
観光PRを行う東北観光推進機構などが共に
取り組んでいる。
　目的は、東北の産品を海外へ輸出拡大し、
先導的な新しいモデルを開発すること。マーケ
ティングやプロモーションの活動を日経BP社や
東北博報堂などと一緒に行っている。
　これらの取り組みの中で特に力を入れてい
るのは、現地の嗜好や食習慣に合わせてパ
ッケージやレシピをアレンジする「ローカライジ
ング（現地化）」だ。
　日本貿易振興機構（ジェトロ）の報告によ
れば、ヨーロッパのバイヤーから「顧客は商品
のストーリー性を重視する。現地に合わせた
プレゼンテーションがポイント」という声があが
っているという。
　日本人にとっては馴染みのある魅力的な
産品でも、そのままの状態では海外の消費者
に受け入れられないものは多い。ストーリー性
やアレンジを見直し、パッケージラベルなど情
報の伝え方を工夫することで、外国人になじ

みのない産品への購買ハードルを下げてい
かなければならない。

　輸出先として注目したのは、イタリア。おもな
理由は二つある。一つは、市場にポテンシャル
があるから。既に香港などは日本の生産者どうし
が競争する、成熟した市場になっている。輸出
規制が厳しい欧州への輸出はアジアと比べて
少なく、そこに着目した。ヨーロッパで日本食は
人気が高い一方、現地で本物の日本食に触れ
ることができる機会がまだ少ないことも、市場機
会と言える。
　もう一つは、2015年5月からイタリアで「ミ
ラノ国際博覧会」が開催されること。今回は
「地球に食料を、生命にエネルギーを」がテー
マで、出展予定は約140カ国、想定入場者数
は約2,000万人といわれている。食に関心の
高い人に東北の産品をアピールする絶好の
機会だ。
　輸出に関わる団体としてジェトロの取り組
みが知られているが、同協議会のプロジェクト
の特徴は、きっかけを提供するだけでなく、そ
れぞれの産品をピックアップし、海外の販売
やその現場にいたるまでのフォローアップをし
ている点だ。

　まず、郡山、仙台、盛岡で生産者向けのセ
ミナーを開催した。海外を身近に感じてもら
い、どう展開させるべきかわからない生産者の
背中を押すほか、参加者をさらにステップアッ
プさせる狙いもあった。
　それが「ミラノ工科大学 東北の食ローカラ
イズ・ワークショップ」。イタリアにあるミラノ工
科大学の食やデザインに精通している専門
家3人を仙台へ招き、産品の試食や、イタリア
ならばどう料理するかを目の前で実践してもら
う試みだ。商品の味が現地で受け入れられる

現在、日本のデパ地下やスーパーには輸入されたさまざま
な食材が並び、容易に買い求めることができる。しかし、日
本からの輸出は輸入と比較すると非常に少ない。日本食
への注目が世界的に高まる一方で、日本の魅力的な産品
を味わってもらう機会はまだ少ないのだ。海外での販売に
興味はあっても、現地とのネットワークや直接コミュニケー
ションをとる機会がなく、自力で進出することはできていな
い生産者や事業者が多い。

日本のおいしい産品を
海外展開したい

 の国に合わせ、
 産品のストーリー性を
見直す
そ 

 タリアの専門家
 との交流で、
新商品のアイデアも誕生
イ

 ぜイタリア
 進出を決めたのかな

持続可能な産業・人材づくり

Theme テーマ

被災３県

Area 地域

東北海外展開加速化協議会

Player 取り組み主体

東北発！海外展開加速化プロジェクト

Project 事業名

Background 背景

農林水産物等の輸出実績

「ワークショップの個別
相談は皆さん真剣そのも
の」と東北海外加速化
協議会・事務局の藤原
功三さん

うちの
特産品

、

ヨーロ
ッパの

人に届
けたい

！

（6.3％）

ヨーロッパ

345億円

EUへの輸出は
アジア・北米諸国を
大きく下回る

出典：農林水産省
2013年度「農林水産物等輸出実績」

819億円
（14.9％）

北米

（6.1％）
その他

4,001億円
（72.7％）

アジア



成功の鍵はローカラ  イジング。東北産品をヨーロッパへ届ける!
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かどうかは、コミュニケーションのコンセプト作
りにおいて重要である。専門家は試食しなが
ら、「味噌はイタリアならばリゾットに使用す
る」「日本酒の『辛口』は外国人には分かり
づらい」などのアイデアやコメントを出した。さ
らに、東京からデザイナーも呼び、パッケージ
デザインも検討された。
　味覚や食文化の違いなどを学び、「直接
意見をもらうことができ、自信がついた」「産
品の味わい方に思い込みがあった」などの感
想を述べた生産者たち。3日間のセミナーの
最終日、イカの塩辛にバジルやオリーブオイ
ルなどを混ぜた試作品を作って持ち込む生
産者の姿もあった。
　今後は、パッケージデザインなどを仕上げる
フォローアップ・ワークショップを経て、イタリア
の有名シェフや批評家などを招いた現地で
の試食会や、ミラノ市内のレストランでのマー
ケティング調査を実施する予定だ。ゆくゆくは

ECサイトでイタリアなどを対象にネット販売をし
ていこうと考えている。

あえてヨーロッパに着目

現地の味覚や食文化について
直接聞く

きっかけ作りだけで終わらない

Point 取り組みのポイント

（左）持ち込まれた食材をシェフがアレ
ンジしての試食の様子。（下）試作
品が持ち込まれたり、アウトプットとし
てパッケージ改良イメージが出てくるな
ど、具体的な成果も。



カギは知財戦略。新・ 商品開発モデルが食品製造を変える10
中小食品製造事業者には、研究開発・知的財産部門における財源や人的資源の
確保に課題が残る。そこで、産学協同で商品開発のプラットフォームを整備し、試作品
の製作から製品化までのスキームを整備する取り組みが進められている。
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 元食品産業を軸に
  国内外に通じる
商品開発を
地  品開発の

 各段階で知財調査
を同時に実施
商

　地域の中小食品製造事業者が地元の食
材を活かした商品を開発しようとする場合、研
究開発や知財調査、そしてマーケティングの
問題に直面することが多い。こうした課題を
解決するためにはセミナー等を活用する方法
もあるが、それだけで網羅的なノウハウを身に
つけることは、極めて困難である。
　そこで始まったのが、東北地域の地元食
品産業と大学等が連携しながら、知財・マー
ケティング戦略に基づく商品開発業務のモ
デルをつくる取り組みだ。
　東北大学大学院農学研究科、東北大学
未来科学技術共同研究センターが試作品
開発協力や技術提供を行い、専門ノウハウ
の面では、知財調査を株式会社東北テクノ
アーチが、マーケティングをクオリア・パートナ
ース.LLCが指導する。宮城県食品産業協議
会の会員企業は、仕組み作りのための事例
を提供し、宮城県食品産業協議会が全体の
事務局としてとりまとめを行う体制が組まれ
た。

　特徴的なのは、商品開発を「商品開発の
初期段階」、「試作段階」、「後期段階」に
分類し、それぞれの段階の事例について、知
財調査を同時並行的に実施していることだ。
これによって、各段階のノウハウの蓄積をス
ピーディに行ない、短期間での仕組み作りを
目指している。宮城県食品産業協議会では、
このプロセスを記録し、標準化とマニュアル
化を進めている。
　「商品開発の初期段階」の事例としては、
農業生産法人である有限会社登米ライスサ
ービスのケースでは、米粉の特定性質の知
財調査を、はたけなか製麺株式会社のケース
では、機能性麺類の特許等の調査を行った。
また、商品開発の「試作段階」での事例で
は、株式会社一ノ蔵が開発する機能性米発
酵飲料の特許等調査を、｢後期段階｣の事
例では、鎌田醤油株式会社のサケ醤油の知
財調査を実施した。この製品は、採卵後のサ
ケを素材とした魚醤に類するもので、製品化
が近い段階の試作品がある。

中小食品製造事業者が、全国あるいは海外市場をも視
野に入れた商品開発を行う場合、特許や商標等といった
知財戦略の立案は不可欠となる。それは、想定される競
合社、特に大手企業に対して技術的リードタイムを確保
し、獲得した初期市場を保護するためだ。しかし、地域食
品製造事業者の多くは中小規模であり、研究開発・知
的財産部門の財源・人的資源の確保に課題があり、蓄
積した知識や経験も少ないのが現状だ。

中小食品製造事業者には、
知財戦略が不足。

安心・安全な地域づくり

Theme テーマ

宮城県

Area 地域

東北食品研究開発プラットフォーム

Player 取り組み主体

地域食品産業界と大学の連携による
革新的商品創出先導モデル

Project 事業名

Background 背景

グループ補助金事業者の経営課題

水産加工業では新製品・
技術の開発が

重要課題となっている

出展:東北経済産業局「東北地域の産業復興の 
現状と今後の取組」（2014年3月）

0 70605040302010

資金繰り
26.8％

31.2％

販路の確保・
開拓

48.3％
59.8％

人材の確保・
育成

57.9％
60.4％

新製品・技術の
開発

環境対策
8.8％
9.4％

海外展開
1.8％

5.6％

原材料価格の
高騰

31.0％
35.5％

その他
8.1％
8.5％

業種全体（n=5,175）

水産・食品加工業（n=445）

（％）

17.1
33.7
％

％

（左）発酵技術を活かした新製品を開発する一ノ蔵の本社蔵
（右）米粉の提案型営業に挑戦する登米ライスサービスの圃場）
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 品開発を
 支援する地域
6次産業化のモデルに
商

　知財調査は、試作品等の成分や特長に
関する調査や、製造工程への調査などを行
っている。食品製造事業者にとって当たり前
と捉えていることであっても、客観的にみると
画期的な製造方法であることも少なくない。こ
うした調査を通じて、自社の強みを認識し有
効活用へと結びつけていく計画だ。

　この取り組みでは、中小食品製造事業者
が費用やヒューマンリソースの投入を抑えな
がら知財調査やマーケティングを簡便に行え

るようにすることを重視している。そのため、
製品開発における知財戦略での課題を明確
にし、スキームを定着するための手法として、
Q& A形式の知財ヒアリングシートを作成して
いる。製造工程の特徴や強み、類似品製造
工程との比較など、シートに書き込まれた情
報から、知財調査のポイントが容易に絞り込
める作り込みがなされている。知財調査の結
果として明らかになった優位性は、大手流通
系のバイヤーに新商品の独自性を訴えるた
めの有効な情報となる。
　また、マーケティング面では、マーケティング
コンサルタントによる各食品製造業者へのハ
ンズオンを通じて、必要な取組が明確化され
る。こうして導き出されたマーケティング手法
は、実際の商品開発を通じて仮説検証を繰
り返したものであるだけに、開発段階や商品
特性に応じた実践的なものであり、費用をか
けずに効果的なマーケティングを実施できる
ものとなっている。
　宮城県食品産業協議会を仲立ちとした、
地域食品製造事業者と大学の連携による
知財戦略に基づく商品開発支援先導モデ
ルは、知財戦略の重要性啓発と意識の醸成
に始まり、知財戦略からマーケティング戦略
にまで至る一気通貫の仕組みとして完成に
近づいている。必要なのは、ノウハウのあとわ
ずかな積み上げだ。地域の中小食品製造事

業者が、全国あるいは海外市場をも視野に
入れた商品開発をできるようになれば、地場
の食材を市場へと結びつける地域6次産業
化のモデルとなるだろう。こうした取り組みは、
当然のことながら宮城県以外への波及効果
も期待できる。

商品開発を知財の観点から仕組み化

費用をかけない
マーケティングを確立

商品開発ノウハウを食産協に集約

Point 取り組みのポイント

（上）「白石うーめん」で知られるはたけな
か製麺の温麺自動機
（下・右）鎌田醤油が開発したサケを原材
料とする調味料。いずれも本プロジェクト
へ事例提供した。

東北大学大学院農学研
究科・教授　阿部 敬悦
さん（左）と宮城県食品
産業協議会・会長　淺
見 紀夫さん
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